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5013001 z03008

内閣府
規制改
革・民間
開放推
進室、

本件は規制改革要望にはあたらないため、
回答致しません。

聖あけぼの大
学（IT私塾・個

人）
1 A

既成思考の思惟に対す
る学問の改革運動として
審議学会の推進

この数年、処置なしの事例が発生し、単に
前例が無い、または思惟を超えたとの曖昧
な玉虫色で終っている。起きた教訓を無駄
にせず学問的に取り上げ物心両面での国
民生活向上に資するために私・公を問わず
最高教育、研究機関かつ関心のある学者
からなる審議学会で21世紀の思考方法を
諮問する。例えば、必ずしも法制的や倫理
上に抵触しないが歴史問題となる事柄を、
まず学術の世界から提議。但し、既成の組
織では不能となるために新組織が肝要。そ

の後に、各界の参画。

現在は人間思考が対人間観すらも唯物
化の傾向が著しい。教育環境でのいじめ
発生等は教育の根幹を揺るがせ、靖国
問題は唯物かつ精神に関わりがあること
から国民生活に重大な影響を与える。こ
れらに共通していることがある。それは低
学年も特定枠の思考に理性が束縛され
ているからで、脱イデオロギー思惟が基
本になければ論議の土俵にも挙げられな
い複雑さがある。　　　例えば、解決の方
法として、どんな枠も論理的な解説で理
解され解決の糸口が実例で証明される。

本年、近隣国との不和の要因にもなり、この
解決は生活者、個々の活生化に寄与し、広く
は新世紀の社会システム構築にまで関係す
る。　　　　　何故なら、わが国では現在、政
治、経済、教育等の思惟に無意識的な『無』
の介在がなされることからイデオロギー化の
傾向が発生しやすい。その限定された自己
意識を自覚させる思惟作用が学問的に引き
出すことで解凍可能となることと、この活動が
あらゆる分野に、未来志向の芽生えを生じさ
せ、国民生活に希望を与える礎となる。

教育基本法第
１７条

5022001 z03001

内閣官
房、人
事院、
内閣
府、公
正取引
委員
会、警
察庁、
防衛
庁、金
融庁、
総務
省、法
務省、
外務
省、財
務省、
文部科
学省、
厚生労
働省、
農林水

民法第４
６６条第
２項

契約当事者が反対の意思表示
をした場合には、債権譲渡を行
うことが出来ない。（民第４６６条

第２項）

ｄ
平成１７年１月から、債権譲渡対象を特定

目的会社等に拡大している。

社団法人 第
二地方銀行協

会
1 A

国・地公体等の公的機関
向け金銭債権の譲渡禁
止特約の適用除外（譲渡
先が金融機関の場合）

民間企業の国・地公体等公的機関向け金
銭債権については、売買契約・請負契約
上、譲渡先が金融機関の場合は債権譲渡
禁止特約の適用除外とすることを統一化す

る。

  国・地公体等の公的機関に対する金銭債
権には譲渡禁止特約が付いていることが多
く、中小企業の資金調達のために売掛債権
担保融資を行うに当たり、承諾等に係る事務
手続きや時間を要することから、中小企業の
円滑かつ機動的な資金調達を阻害してい

る。

5032002 z03002
内閣
府、金
融庁、

・個人情
報保護
法第23
条

同一グループ等において、本人
が自己の個人データがどのよう
に取り扱われるかを知りうる状態
にした上で、本人の同意を得ず
に共同利用することができる。

ｃ Ⅰ

個人情報の保護に関する法律（以下「法」と
いう。）第23条第4項第3号は、本人への便
益提供等のために、一定の契約関係の下
に、特定の者の間で個人データが相互利用
されていることに配慮した例外規定である。
すなわち、本規定は、あらかじめどのような
種類の個人情報が、どのような目的で、ど
の範囲の企業間で共同利用されるかにつ
いて通知等を行うことにより、本人との関係
でこのような場合を第三者提供と考えず、
全体を当事者とみなし、例外的に本人から
同意を得なくてもよいこととしたものである。
ご指摘のとおり、法は、個人情報の有用性
に配慮しつつ、個人の権利利益を保護する
ことを目的としているところ、共同利用につ
いては、利用目的や利用者の範囲等が広く
なりすぎないようにすべきではないかとの指
摘もあり、ただちに本規制を緩和することは
困難であると考えられる。また、そもそも法
は、個人情報を事業の用に供する者を広く
対象として、個人情報の取扱いに関して共
通する必要最小限のルールを定めたもので
あり、法で特定分野の規制を緩和すること
は、法の趣旨になじまないものと考えられ

る。
本規定については、一定の事項をあらかじ
め、本人に通知することのほか、本人が容

都銀懇話会 2 A

金融グループ内における
個人顧客の情報共有に
関する規制(個人情報保
護法等)の見直し

・同一金融グループ内での個人顧客の情報
共有について、共同利用に関する要件を緩

和。

・わが国金融機関が多様化する顧客ニーズに的確に
対応し顧客利便性の高いサービスを提供していくため
には、グループ内の協働を一層進めていくことが重
要。個人顧客の情報共有に関する現行制度は、こうし
た取組みを円滑に進める上での阻害要因となる。
・そもそも個人情報保護法の目的は「個人情報の有用
性に配慮しつつ個人の権利利益を保護すること」とさ
れており、個人情報の保護と利用のバランスについて

十分な配慮が重要。
・同一の銀行グループ内での個人顧客の情報共有に
ついては、主として顧客に対する利便性の高いサービ
スの提供等を目的とするものであり、顧客のベネフィッ
トに資すると考えられるほか、金融グループの業務範
囲規制等を通じて、情報の利用範囲が顧客の予見可
能な範囲内である金融関連分野等に限定されること
から、これをグループ外との共有と同じく規制すること
は望ましくない。同一金融グループ内における個人顧
客の情報共有については、共同利用における共同利
用者の範囲の顧客宛通知等を不要とするなど、現行

規制の見直しを行うべき。
・この点、米国では、金融機関による個人顧客の情報
共有について、共有する第三者がグループの内か外
かで取扱いを区別し、グループ外ではプライバシーの
確保に重点を置き、情報共有の際に顧客に対するオ
プトアウト権の付与を義務付ける一方、グループ内に
ついてはプライバシーの問題よりも情報共有による顧
客利便性を考慮し、個人顧客の情報共有が原則自由

とされている。

・個人情報保護
法第23条

・金融分野におけ
る個人情報保護
に関するガイドラ
イン第13条

・現在、同一金融
グループ内にお
ける個人顧客の
情報共有は、①
顧客からの個別
の同意取得、②
オプトアウトの付
与、③利用目的
や共同利用者の
範囲等を予め顧
客に通知して行う
共同利用に限定
されている。

5041003 z03009

内閣府
規制改
革・民間
開放推
進室、

本件は税財源措置を求めるものであり、規
制改革要望の対象外とさせていただいてお

ります。

社団法人日本
ニュービジネ
ス協議会連合

会

3 A
医療法人の納税義務の
免除若しくは軽減措置

医療法人における法人税の納税義務を社
会福祉法人と同様に免除、若しくは軽減税

率の適用を検討してほしい
前項の履行

医療法人は医療法第7条第5項において営利
を目的とする医療行為を禁止されている。
従って、医療法上は医療法人を非営利法人
として規定していると思われる。しかし法人税
法上は株式会社のような営利法人と同様
に、普通法人として課税される。また、介護
保険法下の介護老人福祉施設を運営する社
会福祉法人は非課税なのに対して、医療法
人が介護老人保健施設を運営した場合、そ
の所得に対しては普通法人として法人税が
課税される。この矛盾を解消していただきた

い。

法人税法・医
療法・介護保
険法

（新規要望 再要望）（新規要望 再要望）（新規要望 再要望）（新（新規要望 再要望）（新規要望 再要望）（新（新規要望 再要望）（新規要望 再要望）（新（新規要望 再要望）（新（新規要望 再要望）（新（新規要望 再要望）（新規要望 再要望）（新（新規要望 再要望）（新規要望 再要望）（新規要望 再要望）（新（新規要望 再要望）（新規要望 再要望）（新（新規要望 再要望）（新規要望 再要望）（新（新規要望 再要望）（新（新規要望 再要望）（新（新規要望 再要望）（新規要望 再要望）（新
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5041009 G01 z03003
内閣
府、

被災者
生活再
建支援
法

被災者
生活再
建支援
法施行
令

被災者
生活再
建支援
法施行
規則

支援法は、自然災害により、生活基
盤に著しい被害を受けた世帯であっ
て、経済的理由等により自立して生
活を再建することが困難な被災者に
対し、都道府県が相互扶助の観点
から拠出した基金（６００億円）を活
用して支援金を支給することによ
り、被災者の自立した生活の再建を
支援するもの。

●支援金は、全壊又は大規模半壊
世帯に対し、生活関係経費又は居
住関係経費の合計で最高３００万円
を支給。
●支給対象経費については、生活
関係経費として、家財道具等に最高
１００万円、居住関係経費として、賃
貸住宅の家賃、解体撤去費、借入
金利息等に最高２００万円（うち家賃
関係は最高５０万円）。
●申請期間は、経費項目（生活関
係経費、居住関係経費）ごとにそれ
ぞれ定められている。
●国は被災者生活再建支援法人
（都道府県が拠出した基金を管理す
る法人）が支給した額の１／２を補
助する。

ｅ，ｆ

●被災者生活再建支援制度は、自然災害によ
り著しい被害を受けた世帯が、自立して生活再
建することができるよう公助としてそれを側面か
ら支援するため、支援金を支給するものであり、
国が企業や国民の自由な活動に対して関与・介
入する規制ではない。

●被災者の生活再建は自助を基本とし、また、
被災者支援については被災地方公共団体が対
応するのが原則であるが、本制度は、被災地方
公共団体のみでは対応が困難な一定規模以上
の災害が発生した場合に、全国の都道府県が
相互扶助の観点から拠出した基金を活用して、
被災世帯に対し支援金を支給し、国はその費用
の１／２を補助するものであり、要望内容はいわ
ゆる従来型の財政措置に関するものである。

（参考）
　なお、本制度は、平成１６年の法改正により、
支給限度額の引き上げ（100万円から300万）、
居住安定支援制度の創設（住宅の解体撤去費
やローン利子を対象に最大200万円）、支給対
象世帯の拡大（大規模半壊世帯の追加）等の制
度拡充を行った。また、法改正後も、支援金手
続きにおける領収書提出の廃止、生活関係経
費の細かな区分廃止、概算払いの限度額拡大
（最大300万円）等の運用改善を行っている。

社団法人日本
ニュービジネ
ス協議会連合

会

9 A
被災者生活再建支援制

度の拡充

被災者生活再建支援制度は、所得制限、
使途制限、申請期限などの制限が厳しく、
被災地の実情に十分応えることのできる制
度になっていない。ゆえに、各種制限の見

直し、緩和を要望いたします。

①所得制限の見直し～同制限の基礎と
なる所得制限が、その世帯の家族構成
や人数などに一切関係なく一律に決めら
れているが、地域によっては２世帯家
族、３世帯家族が多く、合算して所得制
限にかかってしまう。②制度の簡素化～
支援金の経費区分、対象経費の範囲、
支給条件の制約など、極めて複雑かつ
煩雑でり、被災者が制度を理解して申請
書や実績報告書を作成するのが大変な

負担になっている。

左記の問題点を改善解消することにより、自
然災害により甚大な被害を受けた住民・市民
に対して、迅速かつ実情に合った支援が可
能となる。窓口における申請・相談の混雑や

混乱も解消できる。

被災者生活再
建支援法第３
条ほか

5041010 G01 z03003
内閣
府、

同上 同上 同上 同上 同上

社団法人日本
ニュービジネ
ス協議会連合

会

10 A
被災者生活再建支援制
度における支援対象経
費の対象範囲拡大

支援の対象範囲を拡大し住宅の修繕費、
再建築経費を含めること。また、宅地の原
形復旧についても対象とすること

支援の対象範囲を拡充することにより被
災者の生活再建を迅速に支援するもの

現行支援の対象は、家電製品、たんす、寝
具等の物品の購入費又は修理費、住宅の解
体費、賃貸住宅の家賃、引越費用等に限ら
れており、被災者の住宅再建のために最も
必要な住宅の修繕費・再建築経費、宅地の
原形復旧費が対象になっておらず被災者が
自立して生活を再建することに対し大きな阻

害要因となっていること。

被災者生活再
建支援法、同
施行令第３条

5041011 G01 z03003
内閣
府、

同上 同上 同上 同上 同上

社団法人日本
ニュービジネ
ス協議会連合

会

11 A

被災者生活再建支援制
度における住宅解体費
用の対象範囲・割合の拡

大

支援の対象範囲を拡大し現在地に住宅を
再建する場合に限らず、他の土地に再建す
る場合及び再建することができない場合の
解体費も対象とすること。また、支援割合に
つき解体費用の全額とし100％を対象とす

ること

支援の対象範囲を拡大し、充実すること
で被災者の生活再建を迅速に支援する

もの

現行支援の対象は、住宅の解体費について
は現在地に住宅を再建する場合に限られて
おり、他の土地に再建する場合には、土砂災
害の発生のおそれがある等のやむを得ない
事由がなければ対象とならない。また、高齢
者世帯など、新たに住宅を再建する資力の
ない世帯が、新築を行わず、被災住宅の解
体のみを行った場合には、解体費を対象とす
ることができない。さらに、解体費を対象とす
ることができる場合であっても、支出した解体
費の70％しか対象とすることができない。こ
れらの制約が被災者が自立して生活を再建
することに対し大きな阻害要因となっているこ

と。

被災者生活再
建支援法、同
施行令第３条

5041012 G01 z03003
内閣
府、

同上 同上 同上 同上 同上

社団法人日本
ニュービジネ
ス協議会連合

会

12 A
被災者生活再建支援制
度における経費区分及
び支給条件の整備・拡充

生活関係経費、居住関係経費の区分を廃
止するとともに、資金使途を撤廃すること

支援金の支給条件見直しにより、被災者
の生活再建を迅速に支援するもの

現行支援策にあっては、支援金の上限額が
生活関係経費と居住関係経費ごとに定めら
れているほか、対象となる経費の範囲が狭
く、またそれぞれの対象経費についても、支
給条件等の制限が厳しく定められている。こ
れらの制限があるため、支援金の上限額ま
で使うことができない世帯が多く、この見直し
により被災者の生活再建を迅速に推進する

もの。

被災者生活再
建支援法、同
施行令第３
条、４条

5041013 G01 z03003
内閣
府、

同上 同上 同上 同上 同上

社団法人日本
ニュービジネ
ス協議会連合

会

13 A

被災者生活再建支援制
度における経費支出期
間の38か月への延長に
よる支援制度の充実

支援金の支出期間につき経費区分に係わ
らず、一律発災後38か月とすること

支援金の支出期間見直しにより、被災者
の生活再建をより一層支援するもの

現行支援策にあっては、支援金の対象とす
ることができる経費の支出期間が対象経費
の区分ごとに定められており（生活関係経費
は延長後で発災後30か月、家賃等の居住関
係経費は同26か月、家賃等以外の居住関係
経費は同38か月）この見直しにより一層の充
実を図り被災者の生活再建を迅速に推進す

るもの。

被災者生活再
建支援法、同
施行令第３
条、４条
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5041014 G01 z03003
内閣
府、

同上 同上 同上 同上 同上

社団法人日本
ニュービジネ
ス協議会連合

会

14 A
被災者生活再建支援制
度における支援の範囲を
建物半壊以上に拡充

支援の範囲を建物半壊以上を対象と拡充
し、支援額の決定に際しては被害度合いに

応じ行うこと

支援の範囲を拡大と、被害の度合いに応
じた支給額とすることで実情に応じた支

援対策を行うこと

現行支援策にあっては、支援の範囲が建物
全壊及び大規模半壊に限られているが、支
援の範囲を半壊以上とし対象を広げ、また被
害度合いの段階（５％毎）に応じた支援額の
設定（被害の度合いが増す毎に支援額が緩
やかに増加）を行い、きめ細かな支援を実施

する。

被災者生活再
建支援法、同
施行令

5041015 G01 z03003
内閣
府、

同上 同上 同上 同上 同上

社団法人日本
ニュービジネ
ス協議会連合

会

15 A
被災者生活再建支援制
度における「大家族制」
に不利な条項の見直し

支給条件中支給限度額が世帯の年収額に
より区分されているが、所得制限につき生
活実感を反映した世帯の家族構成や人数
などを加味して基準を見直すこと

所得制限の設定に際し、その世帯の家
族構成や人数などを加味し生活の実態
に合わせた算出方式に代え現行基準を

見直すこと

現行支援制度にあっては、「所得制限」の基
礎となる世帯の年収額が、その世帯の「家族
構成」や「人数」に関係なく一律に定められて
いる。中越地震で、特に被害の大きかった農
村部では、二世帯家族、三世帯家族が多く
（「大家族制」）、家族の収入を合計すると所
得制限にかかってしまう。このため核家族よ
り大家族が相対的に支援が得られないケー

スが生じた。

被災者生活再
建支援法、同
施行令

5041016 G01 z03003
内閣
府、

同上 同上 同上 同上 同上

社団法人日本
ニュービジネ
ス協議会連合

会

16 A
制度の簡素化・申請書様
式・調査様式・報告様式

の見直し

制度の簡素化・申請書様式・調査様式・報
告様式の見直し

被災者が制度を理解し自ら申請書を容
易に作成できるように制度の簡素化を図
り、申請書様式を分かり易くまた、調査様
式・報告様式についても見直しを行い関

係者の負担軽減を図る

現行制度においては、支援金の経費区分・
対象経費の範囲・支給条件の制約など制度
が非常に複雑で分かりにくく、被災者が理解
しにくいため時間を必要とし、関係者一同に
過度の負担がかかっていることからその軽減

を図る。

被災者生活再
建支援法、

5041027 z03004
内閣
府、

災害の被
害認定基
準につい
て

（H13.6.28
内閣府政
策統括官
（防災担
当）通
知）、
被災者の
生活再建
支援法の
一部を改
正する法
律の施行
について
（H16.4.1内
閣府政策
統括官（防
災担当）通
知）

住家の被害程度の認定は、「災
害の被害認定基準」に基づき、
標準的な調査方法及び判定方
法を示した「災害に係る住家の
被害認定基準運用指針」によ
り、市町村が実施する。

e

●災害の被害認定基準は、住家全壊・住家半壊等
の基準を定めたものであり、規制ではない。

（参考）
住家の被害程度を認定する基準として「災害の被害
認定基準」を定めており、その中で、住家全壊及び
住家半壊について簡潔に定義付けし、関係省庁に
おいてもこの統一された基準で運用されているところ

である。
また、前述の被害認定基準に基づき市町村が被害
調査を迅速かつ的確に実施できるよう、標準的な調
査方法及び判定方法を定めた「災害に係る住家の
被害認定基準運用指針」を定めており、これは、災
害の被害認定基準における「住家の主要な構成要
素の経済的被害」について、標準的な部位別構成比
と損傷率を活用することにより、建築の専門的知識
がなくとも効率的かつ的確な判断ができるように作
成したものであり、全地方公共団体に配布するととも
にＨＰにおいて公開するなど周知を行っている。な
お、調査表については参考資料として様式及び記入
例を示しているところであるが、地方公共団体が独
自に調査票を作成することも可能である。また、本年
１０月には、住家の被害認定の際の参考となる資料
として、判定の事例と損傷程度の例示を写真にて紹
介した参考資料を作成し、地方公共団体に配布した

ところである。
宅地被害の認定については、災害の被害認定基準
のうち住家に係る基準は、住家の被害程度を認定す
るための基準であり、宅地の被害程度を認定する基
準ではない。しかし、宅地の被害により、住家の基礎
に損傷が生じている場合や住家が傾くなどの被害が
ある場合については、住家の被害として取り扱うこと

が可能である。

社団法人日本
ニュービジネ
ス協議会連合

会

27 A

被災者に係る家屋被害
状況調査において被害
認定基準を合理的な基
準に改定し、調査票の改

良を図る

「被害認定運用基準」の対象範囲の合理的
な見直し

家屋被害状況調査において被害認定基
準を限られた期間で効率的かつ適正に
判定することができる合理的な基準に改
定し、調査票についても、簡便な内容の

例示をつける等の改良を図る

内閣府の「被害認定運用基準」による調査
は、時間と手間の負担が大きすぎて、大規模
な災害でかなりの数の家屋を短期間で判定
する必要がある場合には適さない。また、現
行基準では「地盤被害」は調査内容に加味さ
れないため、宅地の被害も反映することので
きる被害認定基準とする必要がある。

災害の認定基
準について
（H13.6.28内閣
府政策統括官
（防災担当）通
知）、被災者
の生活再建支
援法の一部を
改正する法律
の施行につい
て（H16.4.1内
閣府政策統括
官（防災担当）
通知）

5041031 z03010

内閣府
規制改
革・民間
開放推
進室、

本件は税財源措置を求めるものであり、規
制改革要望の対象外とさせていただいてお

ります。

社団法人日本
ニュービジネ
ス協議会連合

会

31 A
軽油引取税における暫
定税率の撤廃

平成５年の軽油引取税の改定に際し、政府
主導によりアップ分については流通価格に
転嫁するよう所要の対策を講じることとされ
たが、運賃値下げ要請が強まる中では転嫁
することが困難で、トラック運送業者の負担
となっており、厳しい経営を余儀なくされて
いる。このため、安全対策や環境対策社会
との共生を図るための対策を講じることも難
しい状況にある。こうした現状をご理解願

い、善処方お願いしたい。

軽油引取税における暫定税率のうち、平
成５年アップ分７円８０銭の撤廃をお願い

したい。

トラック運送業者のコスト負担の軽減により、
安全対策・環境対策の強化を図ることができ

る。

地方税法第７
００条
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5063018 z03005
内閣
府、財
務省、

内閣府の税制調査会について
は、原則公開としているが会場
スペースの都合により傍聴につ
いては報道関係者のみとしてい

る。

e -
税制調査会の審議の模様は現在インター
ネット配信を行っており情報を速やかに提

供するよう努めている。

特定非営利活
動法人「子ども
に無煙環境
を」推進協議
会，

特定非営利活
動法人 日本
禁煙学会

18 A
財務省の審議会は原則
的に公開（傍聴可能）と

すべき

例えば財務省の財政制度等審議会たばこ
事業等分科会，政府税制調査会など，財務
省の審議会は，ホームページの週間予定
には開催が掲載されているが，全て非公開
となっている。他の省庁の審議会等は，以
前より全て原則公開（傍聴可能）となってい
ることから（経済財政諮問会議等の以外を
除き），財務省も同様とすべきである。

政策決定のための審議会の審議を国民
が傍聴することにより，審議の透明性が
高まり，かつ国民も情報を速やかに知る
ことにより，早期の情報入手と対応が可

能になる。

　政府省庁の審議会の資料が後日（１～２週
間後）そのホームページで公開され，１～数
カ月後には議事録が公開されているようであ
るが，国民が審議情報の詳細を知るには余

りにタイムラグがあり過ぎる。
　マスメディアにのみ公開したり，会後，審議
会長が記者発表や会見をする場合もある
が，あわせて公開（傍聴可能）を制度化すべ

きである。
　動きが早くなっている政策決定や実施にあ
たって，国民の知る権利を保証し，合意形成
を進めるためには，これは不可欠な制度であ

る。

「審議会等の
整理合理化に
関する基本的
計画」（平成11
年4月27日閣
議決定）

5063020 z03006
内閣
府、

・特定非
営利活
動促進
法
・行政手
続等に
おける情
報通信
の技術
の利用
に関する
法律

特定非営利活動促進法では、市
民による監視機能の充実を図る
観点から、役員・社員名簿に関
し、居所又は住所を地番まで正
確に記載することを求めている。
提出された役員・社員名簿は、
特定非営利活動促進法により書
面にて縦覧・閲覧に供されるとと
もに、更に、行政手続等におけ
る情報通信の技術の利用に関
する法律に基づいて、ホーム
ページでも縦覧・閲覧に供してい
る。

c I

　個人情報保護の観点から提案された本要望は、以
下のとおり特定非営利活動促進法における考え方と
相容れないものであり、受け入れられない。
　特定非営利活動促進法（以下「法」という。）におい
ては、「特定非営利活動法人は、自らに関する情報
をできるだけ公開することによって市民の信頼を得
て、市民によって、育てられるべきである」との基本
理念の下、広範な情報公開制度が設けられている。
その一つとして、所轄庁が、特定非営利活動法人か
ら提出される役員名簿、社員名簿等を公開すること
が義務づけられている（法第29条第２項、第10条第
２項）。
　また、行政手続等における情報通信の技術の利用
に関する法律（平成15年2月3日施行）に基づき、平
成16年4月からホームページによる役員名簿、社員
名簿等の公開を行っている。
　役員名簿、社員名簿を公開する目的は、特定非営
利活動法人に主体的に関わっている者、すなわち役
員や社員が法に適合しているか、実在しているかど
うかを市民にチェックしてもらうことにある。
　役員・社員に関する情報として、所轄庁に提出され
るものは、役員については自己申告の名簿と宣誓承
諾書、社員については自己申告の名簿のみであり、
市民によるチェックは重要な意味を持つものとなって
いる。この際「本人を特定できる情報」が公開される
ことが重要であり、何丁目何番地まで明記した住所
としているところである。なお、実際にも特定の個人
について、市民から所轄庁へ提供された情報によ
り、申請団体を不認証とした事例や事実確認を行っ
た事例がある。

　内閣府NPO
ホームページ
上で行われ
る役員名簿、
社員名簿の
公開は、内閣
府に来なくて
も閲覧書類を
ネットで見る
ことができる
という市民の
ニーズに応え
ること、ある
いは、市民に
よる特定非
営利活動法
人の選択・監
視機能が一
層発揮される
環境を整える
ことが目的で
あり、規則に
より物事を制
限する「規
制」とは性質
を異にすると
考える。
　なお、先述
のとおり、特
定非営利活
動促進法で
は、所轄庁が
役員名簿、社
員名簿を一
般の公開に
供することを
義務付けて
おり、ホーム
ページでの公
開は 特定非

特定非営利活
動法人「子ども
に無煙環境
を」推進協議
会，

特定非営利活
動法人 日本
禁煙学会

20 A

特定非営利活動促進法
で，代表理事以外の理事
の個人情報（自宅住所）
のネット掲載を市区まで

とすべき

特定非営利活動促進法が第16条で，理事
全員に代表権があると定めているために，
理事全員の登記，及び認証庁での閲覧に
より，自宅住所などの個人情報を第三者が
知ることが可能となっているが，いくつかの
認証庁が行っているネットでの登記簿情報
及び役員名簿と社員名簿の掲載（以上いず
れも自宅住所）は，代表理事以外は市区ま
でとし，個人情報を保護すべきである。

内閣府は，ネットで，過去３年間の役員
及び社員10人の氏名及び住所・居所名
簿，及び登記簿名簿を掲載公開している
が，個人情報保護法を所管する同じ内閣
府が，自宅住所の個人情報を保護しない

のは間違いで，公益に反する。

特定非営利活動促進法29条により，過去３
年間の役員及び社員10人の氏名及び住所・
居所名簿について閲覧請求があった場合に
は所轄庁は拒めないが，認証庁が登記簿情
報を含め，これら自宅住所をネット上に掲載
しているのは，個人情報保護の観点から問
題があり，代表理事以外の自宅住所は掲載
すべきでない（公開するとしても市区までとす
べき）。個人情報の一方的な公開により，商
業上あるいは悪意ある人により，個人情報が
容易に収集され，売買される危惧がある。

特定非営利活
動促進法，
個人情報保護

法

5069008 2 z08037

内閣府
規制改
革・民間
開放推
進室、

本件は規制改革要望にはあたらないため、
回答致しません。

オーストラリア
政府

8 A 外国投資

(i) 日本の電気通信市場の外国投資の集計
の情報を希望（ボ－ダーホンの撤退後）と、
もし有れば、外国参入を増やす施策。

オーストラリアは、市場に参入して、以前
独占的な既存会社Telstraと競合する全
ての電気通信会社の外国取得を100％
認めている。Telstraの主な競争相手であ
る殆ど企業は100％ないしは過半数以上
の外国所有である（例、SingTel, Optus,
AAPT, Orimus, Vodafone, Hutchison）。

外国投資が不足している日本の電気通
信市場では、日本が他の先進国と比べ
て外国の参入に対し十分に開かれてい
ない。

5074001 z03007

内閣府
規制改
革・民間
開放推
進室、

－ ー ー ー
本件については、当室としても社会的な要
請等を踏まえ、検討しているところである。

日本共済協
会・

共済生協懇談
会

1 A
規制改革要望の課題の
取扱いの適正化

今日、生活協同組合が実施する共済事業
に対し、「消費者保護」を大義とした保険業
とのイコール・フッティングや規制強化の意

見・要望が見受けられます。
生活協同組合の組織的特質、社会的役割
を捨象した不必要な規制は、日本の協同組
合の健全な発展を阻害するものであり、国
民生活の安定化とは逆行するものと考えざ

るを得ません。
従って、これらの意見・要望を検討される際
には、貴「規制改革・民間開放推進会議」で
の検討課題に馴染まないものとして、対応

方を要望します。

１．政府が進められる構造改革や「規制改
革・民間開放推進」の取り組みは、規制緩和
や自由化の促進を図ることや官業を民間に
開放することにより、経済の活性化と雇用の
創出によって活力ある経済社会の実現を図
るとともに、消費者・利用者の選択肢の拡大
を通じて質の高い多様なサービスを享受でき
る豊かな国民生活を実現するものと認識して
います。共済事業に対する保険業とのイコー
ル・フッティングや規制強化の意見・要望は、
「要望内容」の通り貴会議の目指している目
的にそぐわないものと考えざるを得ません。
２．消費生活協同組合法では「この法律は、
国民の自発的な生活協同組織の発達を図
り、もって国民生活の安定と生活文化の向上
を期することを目的とする（第1条）」ことや、
「組合は、その行う事業によって、その組合
員及び会員に最大の奉仕をすることを目的と
し、営利を目的としてその事業を行ってはな
らない（第９条）」と規定しています。

  このような立法主旨にもとづき行っている生
活協同組合は、一人一人では力の弱い消費
者が相互扶助により自らの要求を実現する
ための非営利の組織であり、組合員自らが
事業の利用と共に運営へも参加する組合員
の総意による自主・自律の組織として、購
買、医療、介護、共済等と様々な分野で事業
を行い、広く国民に受け入れられ、これまで

（要望理由続き）共
済事業において
は、組合員数は
2005年度には
5,000万人を越え、
生活協同組合の行
う共済事業の果た
す社会的役割は、
非常に大きいと考
えています。
そのような中で、
「消費者保護」を大
義とした不必要な
規制論は、国民生
活の安定を揺るが
すものであり、到底
受け入れることは
できません。共済
事業における組合
員・共済契約者の
利便性の向上やそ
の保護を図る措置
については、法令
などにより必要な
対応は講じられて
いますが、日本共
済協会の生活協同
組合の会員で構成
する共済生協懇談
会においては、現
代の社会環境や消
費者・生活者を取り
巻く環境の変化に
合わせ、自律的立
場で更なる検討を
すすめ、2006年３
月に「消費生活協
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